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政策評価と統計データ

　私は現在，総務省の出先機関である関東管区行政評価局で，主に行政評価局関係の仕事に携わってい
ます。以前は行政監察局といっていましたが，中央省庁再編を機に，本省は行政評価局，出先は管区行
政評価局・行政評価事務所と名称を改め，所掌事務も行政相談は別として，行政監察の方は「行政評価・
監視」と呼称することになりました。また，平成14年４月から「行政機関が行う政策の評価に関する法
律」が施行され，政策評価に関する業務も併せて実施することとなりました。
　旧来の行政監察と行政評価・監視や政策評価，とりわけ政策評価とはどこが異なるのか，ひとつの大
きな違いは，政策評価が政策の効果をできるだけ客観的に測定・分析し，判断するという点にあります。
法律の第３条２項にも，「政策効果は，政策の特性に応じた合理的な手法を用い，できる限り定量的に
把握すること」と規定されています。
　実例として，総務省行政評価局が平成15年４月に公表した『障害者の就業等に関する政策評価』を見
てみましょう。この調査では，障害者の就業については，養護学校の高等部在学中から卒業後の職場へ
の適応・定着に至る段階における自立支援策を評価の対象にしています。
　具体的には各養護学校を調査して，①外部機関による職業評価（障害者の職業能力や適性を評価し，
職業指導等の実施計画を策定する）の実施の有無と就職率の関係，②四者面談（生徒本人，保護者，養
護学校教員，公共職業安定所職員）の実施と就職率の関係，③現場実習の回数や現場実習先の開拓方法（職
員，保護者等の情報による開拓か，職安との連携により開拓したものか）と就職率の関係，④卒業者に
対する養護学校と職安との共同訪問指導の実施と定着率との関係などについて，定量的に把握・分析し
ています。
　結果の一部を紹介しますと，職業評価を利用している学校と利用していない学校の就職率の差は統計
的に有意のものではない，現場実習の履修回数が多い者ほど就職率は高い，職安との連携により開拓し
た現場実習先の割合が高くなるほど就職率は高くなる，共同訪問指導を実施している養護学校卒業者の
職場定着率は，実施していない養護学校卒業者におけるそれより高く，この差は統計的に有意である等々
となっています。
　以上のことからこの政策評価書では，養護学校と公共職業安定所等の労働関係機関が相互に連携して，
生徒や卒業者に対する指導・支援を実施していくことが必要であると結論付けています。

　政策評価は，基本的に各府省自ら実施するものですが，総務省の政策評価は，複数の府省に共通する
政策であって政府全体としての統一性を確保する見地から実施しています。場合によっては，各府省の
政策評価や民間も含めた多くの研究や分析とも重複する内容となることは止むを得ないところです。
　総務省のホームページには，これまで総務省が実施した政策評価の概要が掲載されていますが，デー
タの収集方法や分析の手法はさまざまとなっています。ただ私見ですが，「総務省ならではの政策評価」

総務省関東管区行政評価局総務部長
　（元総務省統計局経済統計課長）

　菅 　 宜 紀
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ということを考えると，評価の根拠となるデータについては，総務省の全国的ネットワークを活用し独
自に入手したものをできるだけ活用すること，望むらくは先進的，科学的な分析手法も積極的に取り入
れることが重要ではないかと思っています。

　障害者の就業等に関する政策評価の場合は，本省と全国の管区行政評価局・行政評価事務所の職員が
数か月をかけて，文部科学省・厚生労働省，都道府県，養護学校，公共職業安定所，関連団体等を訪問
し，いろいろな角度から聞き取り調査を行い，卒業生にもアンケート調査を行うなどして独自のデータ
を入手し，もともと問題意識にあった「養護学校と職安等労働関係機関の連携協力の必要性」を検証し
ています。膨大なデータに基づく結論は，それなりに批判に耐えるものになっていると思います。

　結論に至る推論の組み立てや調査の企画は，当然，本省行政評価局の仕事ですが，実際の現地調査に
は，管区行政評価局・行政評価事務所が前面に立ちます。同じ現地調査でも，従来の行政監察では，法
令に違反する不適正事例を見つけたり，また，業務量と人員を比較して効率性向上の余地を検討したり
することなどが主でしたが，政策評価の調査では，求められたデータを収集することが主体になってい
ます。その意味で，統計部局の職員が，長年，心を砕いてこられた「正確な統計データの収集」の経験
に，私ども学ぶ必要があると考えます。最近，統計研修所では，『行政評価のための統計的手法』につ
いての研修が実施されていると聞いています。行政監察にしろ，行政評価にしろ，当然，相手機関との
折衝が必要ですが，行政評価の担当職員もこのような手法を幅広く学んで，相手機関からの批判にも十
分答えられるよう，知識や能力を身に付けるべきかと思っています。
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１　産業連関表と経済波及効果

　「プロ野球□□優勝による経済波及効果○○億
円」等々，新聞，テレビなどで話題になる「経済
波及効果」という言葉を御存じの方は多いと思い
ます。
　経済波及効果とは，波紋のように，半永久に続
くもの（水面に投げた石がおこす波紋のように，
範囲を広げながら消えていくこと。例えば，自動
車産業の需要増と，それに応えるための生産拡大
が，その原材料の需要を生み，さらに他の産業へ
の生産増となり，生産波及へと続いていくことな
ど。）です。
　そこで，経済波及効果を推計するには，まず「産
業連関表」が必要になり，それを理解する必要が
あります。
　産業連関表は，１年間に県内で行われた産業相
互間及び産業と消費者などとの間の物やサービス
の流れをとらえ，その取引状況を一目で分かるよ
うに表にまとめたものです。（県では昭和55年か
ら５年ごとに作成しています。）

　ところで，産業連関表とはどういうものか，自
動車産業を例に挙げて説明しましょう。
　自動車を生産するためには車体，エンジン，タ
イヤ，ガラス，計測器など多くの部品が必要です。
また，車体を作るには鋼板や塗料が必要です。さ
らに，鋼板を作るには鉄鉱石を輸入したり，電気
などを使用して精錬しなければなりません。この
他，これらの原料や製品を運ぶ輸送機関も必要で
す。このように，自動車産業は，直接・間接に様々
な産業と取引関係を持っており，自動車の需要が
増加すると自動車産業のみならず，関連する各産
業の需要増加につながっていくことになります。
　一方，生産活動の動向は，各産業で働く就業者
の収入や各産業の収益にも影響を及ぼします。生
産活動が盛んになれば就業者の収入も増えます。
収入が増加すると新しい消費が生まれ，需要の増
加につながっていきます。
　このように経済活動は，産業相互間あるいは家
計などの間で密接に結びつき，互いに影響を及ぼ
し合いながら営まれています。このような関係は，
国や県の産業全体についても成り立っていて，一
定地域（全国や茨城県等）で，一定期間（通常１
年間）に行われた生産物（財やサービス）の産業
間の取引，産業と最終消費者（家計など）との間
の取引及び地域間の取引（輸（移）出入）を金額
表示で一つの行列に示した統計表が産業連関表で
す。
　産業連関表をタテ（列）方向にみると，製品を
生産するためには，どの産業がどの産業からどれ

経済波及効果はどのように推計するの
☆☆☆産業連関表活用による分析事例から☆☆☆
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だけ原材料を購入したか（生産物の費用構成）が
分かります。このうち，製品を生産するために使
用した原材料のことを中間投入といい，生産活動
に伴う賃金の支払い（雇用者所得）や企業の利潤
（営業余剰）等のことを粗付加価値といいます。
　また，表をヨコ（行）方向にみると，生産した
商品をどの産業が，どこに供給したか（商品の販
路構成）が分かります。このうち，各産業へ原材
料として販売される分を中間需要といい，家計や
政府等で消費されたり，企業等での投資や外国（県
外）へ輸（移）出したりする分を最終需要といい
ます。

なります。「産業連関表（生産者価格取引基本表）」，
「投入係数」や「逆行列係数」といった係数表です。
　産業連関表を加工してできた「投入係数表」や
「逆行列係数表」などを利用して，経済波及効果
を測定することを「産業連関分析」といいます。
投入係数表：産業連関表のタテ方向の費用構成
に着目したもので，「ある産業が生産物１単位
を生産するのに必要な各産業からの原材料投入
量」を示したものです。その求め方は，各部門
において，財・サービスを生産するために使用
した原材料等の投入額を，当該部門の県内生産
額で除したもので，「投入係数」といいます。
この投入係数を一つの表にまとめたものが投入
係数表です。
　　この表の中間投入計欄の数値を中間投入率と
いい，粗付加価値計欄の数値を粗付加価値率と
いいます。そして，「中間投入率＋粗付加価値
率＝1.0」となります。
逆行列係数表：投入係数から数学的に求められる
もので，逆行列係数という名称も数学上の表現
からきたものです。
　　逆行列係数とは，「ある商品に１単位の需要
増が生じた場合に，直接・間接の波及効果によ
り，各産業は究極的にどれだけの生産が必要に
なるかを示す係数」です。
　　投入係数表から作成した逆行列係数表で，あ
る産業をタテにみると，どの産業にどれだけの
生産波及効果を及ぼすか，つまり各産業に及ぼ
す影響の度合いが示され，タテの合計（列和）
はその産業に対する需要１単位の生産誘発倍率
（生産波及の大きさを示す係数）を示していま
す。
　以上のように，産業連関表は経済の構造を表し，
投入係数表と逆行列係数表は，経済分析の手段と
して，生産波及効果等を分析するのに利用されま
す。

　産業連関表には，各産業の生産活動における費
用構成や販路構成が示されているため，前述の自
動車産業のように，ある産業に需要が発生すると，
それを満たすためにいろいろな産業に生産が波及
していきますので，いわゆる「経済波及効果（＝
生産波及効果）」の試算をすることができます。
　経済波及効果の大きさを計るには，金額表示さ
れた産業連関表のままではできません。
　経済波及効果の推計には，三つの道具が必要に
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２　経済波及効果の推計方法
　経済波及効果の推計は，概ね３つの段階に分け
てとらえています。
直接効果
　消費額や投資額は，何らかの産業部門に対して
支出されます。その各産業部門には，支出額に相
当する生産額が誘発されます。このうち，県内各
産業部門で誘発された生産額を直接効果といいま
す。
第１次間接波及効果
　直接効果によって生じる原材料等の中間需要
（投入）によって起こる波及効果をいいます。
　直接効果による中間需要を満たすために生産が
行われますが，その生産を支えるための生産も新
たに生じます。このように生産は，新たな需要と
なって他の産業部門の生産を誘発することになる
のですが，この繰り返しによって生み出される生
産額を合計したものが第１次間接波及効果となる
わけです。
第２次間接波及効果
　直接効果と第１次間接波及効果により誘発され
た生産活動を通じて発生した雇用者所得のうち，
一部は貯蓄となり，一部は消費として支出されま
す ｡
　この消費需要を満たすために必要となる，新た
な生産を誘発する効果を第２次間接波及効果とい
います ｡
　以降は，第３次・第４次……と誘発される生産
額が０（ゼロ）になるまで分析が可能です。

＜経済波及効果分析の進め方＞
　分析をしようとする場合は，まずテーマがなく
てはなりません。テーマによって，前提条件の置
き方，与件データは様々であり，それらの設定に
よって結果は異なったものとなります。
　そして，必要なデータの収集をもとに最終需要
額を把握します。どのような需要がどのくらい発
生しているのか，関係者に対するヒアリング，資
料収集，統計データによる推計，アンケート調査
の実施などにより推計します。

…経済波及効果の具体的推計事例…

テーマ「第８回大好きいばらきふれあいまつ
り開催に伴う経済効果に関する分析」

　　　（まつり開催日：平成19年４月７日）

分析の視点：ふれあいまつりの経済波及効果を分
析する場合，来場者が施設内で行う消費活動が
及ぼす効果と会場設営費や出展団体がふれあい
まつりのために支出する経費が及ぼす効果の２
種類に分けて考えることができます。

前提条件：一つは，開催に向けた準備に着手した
ときからふれあいまつり終了時までの最終需要
がもたらす効果とします。もう一つは，分析の
範囲はあくまで定量的に把握できるものとしま
す。

データ収集：ふれあいまつり参加者アンケート調
査及び主催者等経費調査を実施しました。

　　ふれあいまつり参加者数は，主催者公表によ
る３万人とします。

　上記の前提のもとに，以下のような順序で推計
します。
直接効果の推計（最終需要額）
　消費額は基本的に「一人当たりの消費額×参加
者数」の算式によります。
　一人当たりの消費額は，アンケート調査から「有
効回答金額合計／有効回答数」で算出し，それを
もとに参加者全員の支出を推計した消費総額は

～～経済波及効果のイメージ～～

需要誘発
要　　因 直接効果 第１次間接

波及効果
第２次間接
波及効果

県
内
産
業
の
生
産
増
加

県
内
産
業
の
生
産
増
加

雇
用
者
所
得

家
計
消
費
支
出
の
増
加

県
内
産
業
の
需
要
増
加

雇
用
者
所
得

投　

資　

・　

消　

費

人　

件　

費



6

5,465万円で，次の表のとおりです。

結果：経済波及効果（生産誘発額）
　上記の推計結果をもとに，ふれあいまつりにお
ける経済波及効果（生産誘発額）は，次のように
算出されます。
　　　６千３百万円（直接効果）
　　＋１千７百万円（第１次間接波及効果）
　　＋１千３百万円（第２次間接波及効果）
　＝約９千３百万円（経済波及効果）
と算出され，最終需要額（支出額）の1.47倍とな
りました。

参加者消費額（総額）　　　　　　　　　　　 単位：千円
交通費

宿泊費 飲食費 土　産
買　物 その他 総　額

鉄道バス 自家用車

6,382 7,353 2,123 16,854 19,653 2,285 54,650

　主催者等経費の推計額は，総額で810万円とな
りました。
　参加者消費額（総額）と主催者等経費総額の合
計が最終需要額6,275万円となり，これに「平成
12年茨城県産業連関表」から算出された投入係数，
粗付加価値率，雇用者所得率を乗ずると直接効果
が求められます。

直 接 効 果 （単位：百万円，人）

最終需要額 原 材 料

粗 付 加 価 値
誘 　 発 　 額

雇 用 者 所 得
誘 　 発 　 額

雇用者誘発数
雇用者係数

63

25

37

19

6

雇用者所得率

粗付加価値率

投 入 係 数

このうち

粗付加価値には

原材料には

第１次間接波及効果の推計
　直接効果で求められた原材料（中間投入）に自
給率を乗じて県内需要額を計算し，逆行列係数に
より第１次間接波及効果を求めます。

各産業に生産を誘発する

第 １ 次 間 接 波 及 効 果

（単位：百万円，人）原　材　料
（中間投入）

自　給　率

25

県内需要額

生産誘発額 粗付加価値
誘 発 額

雇用者所得
誘 発 額雇用者誘発数

輸 移 入 額

13

17
10

41
12

雇用者係数

粗付加価値率

逆行列係数

雇用者所得率

第２次間接波及効果の推計
　直接効果及び第１次間接波及効果で求められた
雇用者所得のうち，消費支出に使われるものを平

3

第 ２ 次 間 接 波 及 効 果

（単位：百万円，人）雇　用　者
所 得 合 計

消　費　額

自　給　率 県内需要額

輸 移 入 額

平均消費性向
消費支出に
使われるもの

23

14

生産誘発額
粗付加価値
誘 発 額

雇用者所得
誘 発 額雇用者誘発数

9

13 8

1
5

雇用者係数

粗付加価値率

逆行列係数

雇用者所得率

　経済波及効果の分析を行うべき対象は，事例な
どの各種イベントをはじめ，大規模プロジェクト
など様々な分野にあります。経済波及効果を定量
的に把握することは，費用対効果を明らかにし，
施策推進の判断や事業評価する際の有力な拠り所
ともなります。

経済波及効果

第１次間接波及
効果，17百万円，

18％

第２次間接波及
効果，13百万円，

14％

直接効果，
63百万円，68％

（注）上記の経済波及効果は輸移入を考慮した均衡産出高モデルと
言われる逆行列係数表（Ｉ－（Ｉ－Ｍ）Ａ）－¹型で計算しています。̂

均消費性向率で求め，消費額を算し，自給率を乗
じて県内需要額を求めて，逆行列係数により第２
次間接波及効果を算出します。
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